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プライマリケアで「低価値医療・無価値医療」を提供する医師の特徴を分析 
 

プライマリケアにおける「低価値医療・無価値医療」の提供実態を分析しました。その結果、こうした
医療の⼤部分は⼀部の医師によって提供されており、特に年齢が⾼い、専⾨医資格がない、患者数が多
い、などの特徴がある医師ほど、その傾向が強いことが分かりました。 

 

「低価値医療・無価値医療」とは、患者にほとんど、または全く健康改善効果をもたらさない医療を
指します。こうした医療を減らすことで、過剰な検査や治療を防ぎ、不要な医療費を抑制し、医療資源
（財源や⼈材）をより有効な医療サービスに振り分けることができます。しかし、どのような医師が低
価値医療・無価値医療を提供する傾向があるのかについては、これまで⼗分なエビデンスがありませ
んでした。 

本研究では、⼤規模な診療所レセプトデータベースを⽤い、約 250 万⼈の患者を対象に、プライマ
リケア（⾝近な医師による健康管理や⽇常的な病気の治療など）における 10 種類の低価値医療・無価
値医療の提供実態を分析しました。その結果、患者の約 10 ⼈に 1 ⼈が、年間に少なくとも 1 回、低価
値医療・無価値医療を受けており、患者 100 ⼈あたりでは年間約 17.2 回提供されていました。また、
全ての低価値医療・無価値医療の半分は、医師全体の 10％によって提供されており、年齢が⾼い、専
⾨医資格を持たない、患者数が多い、および⻄⽇本で診療している、などの特徴を持つ医師ほどより多
く提供している傾向が認められました。すなわち、低価値医療・無価値医療を減らすためには、そうし
た医療を多く提供する⼀部の医師層にターゲットを絞った介⼊が効果的であると考えられます。 

低価値医療・無価値医療の削減は、患者の安全や医療の質を損なうことなく医療制度の持続性を⾼
める上で重要です。本研究結果は、そのための取り組みに資すると期待されます。 
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 研究の背景  
「低価値医療・無価値医療注１）」とは、特定の状況で患者にほとんど、または全く健康改善効果をもた

らさない医療のことを指します（図１）。こうした医療を減らすことで、不必要な医療費を抑え、過剰な
検査や治療を防ぎ、より有効性の⾼い医療サービスに医療資源（財源や⼈的資源）を振り分けることがで
きます。中でも診療所の医師は、患者と⻑く関わる⽴場にあることから、低価値医療・無価値医療を減ら
すための重要な役割を担いうると考えられています。近年の研究では、医師に対するモニタリングとフィ
ードバック、電⼦カルテを通じた診療サポートなどを組み合わせることで、低価値医療・無価値医療の削
減につながる可能性が⽰されています。しかし、どのような医師が低価値医療・無価値医療を提供する傾
向があるのかについては、これまで⼗分なエビデンスがありませんでした。 

そこで、本研究では、⽇本全国の診療所レセプトデータベースを⽤いて、低価値医療・無価値医療を提
供しやすい医師の特徴を分析しました。 

 
 研究内容と成果  

本研究チームが 2022 年に⼤病院の⼊院および外来患者を対象に⾏った先⾏研究（BMJ Open, 
2022;12:e063171）をもとに、今回、追加で⽂献レビューを⾏い、レセプトデータベース上で同定可能か
つ診療所で実際に⾏われる低価値医療・無価値医療 10 項⽬を選定しました（表１）。次に、国内の医療
機関から収集され、匿名化された診療所レセプトデータベースを⽤いて、2022 年 10 ⽉〜2023 年 9⽉の
１年間に少なくとも１回、プライマリケア医注２）を受診した成⼈患者を対象に、これら 10 項⽬の医療が
どのくらい提供されているかを調べました。さらに、患者の年齢・性別・症例の違いを統計的に調整し、
医師ごとに標準化された患者集団に対する低価値医療・無価値医療の提供率を算出しました注３）。 

その結果、全国の診療所に通院した患者 2,542,630 ⼈中、276,622 ⼈（約 10 ⼈に 1 ⼈）が 1 年間に少
なくとも１回は低価値医療・無価値医療を受けていたことが明らかになりました。延べ回数では、患者
100 ⼈あたり年間約 17.2 回提供されており、その多くは、⾵邪に対する去痰薬や抗菌薬など、特定の５
つの医療に集中していました（表１）。 

また、全ての低価値医療・無価値医療の半数は医師全体のわずか 10％の医師によって提供されていた
ことも分かりました。特に、年齢の⾼い医師、専⾨医資格を持たない医師、患者数が多い医師、および⻄
⽇本で診療している医師に、より多く提供している傾向が認められました（図２）。このことから、低価
値医療・無価値医療を減らすには、全ての医師に⼀律に働きかけるよりも、特に提供が多い⼀部の医師グ
ループに的を絞った介⼊の⽅が、より有効であると考えられます。 

  
 今後の展開  

今後は、なぜこのように特定のタイプの医師に低価値医療・無価値医療の提供が集中しているのか、そ
のメカニズムを明らかにすることが求められます。 

⽇本では⾼齢化が進む中で、医療制度の持続可能性と患者安全をどう両⽴するかがが⼤きな課題にな
っています。多くの低価値医療・無価値医療が公的医療保険でカバーされていること、また外来診療で
は、診療や処⽅の回数が増えるほど報酬も増える仕組み（出来⾼払い制度）になっていることなどが、過
剰な医療利⽤や低価値医療の要因になっていると考えられます。本研究成果およびこうした制度的な背
景も踏まえた、診療パターンの改善や、医療の質を⾼めるための政策や⽀援策が求められます。 
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 参考図  

 

図１ 医療⾏為における無価値医療・低価値医療の位置付け 
 
 
表１ 10 項⽬の低価値医療・無価値医療の年間提供回数 
低価値医療・無価値医療 診療所全患者100⼈あたりの年間提供回数(回/年/100⼈) 
薬剤 
⾵邪に対する去痰薬処⽅ 6.9 
⾵邪に対する抗菌薬処⽅ 5.0 
⾵邪に対するコデイン（咳⽌め）処⽅ 1.9 
腰痛に対するプレガバリン処⽅ 0.6 
糖尿病性神経障害に対するビタミン B12 処⽅ 0.2 
検査 
⾻粗鬆症に対する 1 年間で２回⽬以降の⾻密度検査 0.4 
甲状腺機能低下症に対する⾎清 T3 検査 0.1 
適応のないビタミン D 検査注４） 0.002 
⼿技 
腰痛に対する硬膜外、椎間関節、トリガーポイント注射 2.0 
消化不良や便秘に対する不必要な内視鏡検査 0.1 
総計 
10 種類の低価値医療・無価値医療の合計提供数 17.2 

データベースに含まれる 1019 ⼈の医師によって診療された患者 2,542,630 ⼈のレセプトデータを分析。 
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図２ 医師の特徴と低価値医療・無価値医療の提供率の関連 
1019名の医師に対し、低価値医療・無価値医療の推計年間提供数（患者の性質や疾患を統計的⼿法でそ
ろえた患者集団 100 ⼈あたり）と医師の特徴との関連を分析した。1 ⽇患者数は年間における中間値。 
 

 ⽤語解説  
注１） 低価値医療・無価値医療 

特定の状況で患者にほとんど、または全く健康改善効果をもたらさない医療⾏為（薬の処⽅、検査、⼿
術など）のこと。単に効果がないだけでなく、副作⽤などにより患者に害を及ぼす可能性がある。例え
ば、⾵邪に対する抗菌薬の使⽤は治療効果がないだけでなく、耐性菌の発⽣や下痢・アレルギーなどの
副作⽤を引き起こすリスクがある。また、不必要な検査によって偽陽性や過剰診断が⽣じ、不要な追加
検査や治療につながる可能性もある。 

注２） プライマリケア医 
本研究では、2022 年 10 ⽉から 2023 年 9⽉まで、診療所データベースに継続して登録されていた診療
所の医師のうち、その診療所で１⼈で診療している医師を分析対象とした。そのうち、プライマリケア
（⾝近な医師による健康管理や⽇常的な病気の治療など）において提供されうる、低価値医療・無価値
医療 10 項⽬すべてを提供しうる医師を、「プライマリケア医」として定義した。具体的には、⾵邪・
腰痛・糖尿病・⾻粗鬆症・甲状腺機能低下症・⻘年〜中年の⾷思不振または便秘の全てを少なくとも年
間１⼈診療した医師が相当した。 
注３） 標準化された患者集団に対する低価値医療・無価値医療の提供率の計算⼿法 

医師ごとに、診ている患者のタイプが異なると、低価値医療・無価値医療の提供率を公平に⽐較するこ
とが難しいため、医療⾏為ごとに患者の年齢や性別、併存疾患を、変量効果ポワソン回帰分析とよばれ
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る⼿法で調整した「調整済み提供率」を算出した。さらに、医療⾏為ごとに「その医療を受ける可能性
のある患者の割合」で調整済み提供率に重み付けを⾏い、全ての低価値医療・無価値医療の提供率を合
計した。これにより、同じような背景を持つ標準化された患者集団を想定した場合、各医師がどれだけ
低価値医療を提供しているかを⽐較できるようにした。 
注４） 適応のないビタミン D検査 

本研究では、慢性腎臓病、カルシウム代謝異常、⼆次性副甲状腺機能亢進症、ビタミン D⽋乏症、サル
コイドーシス、結核、特定の腫瘍、の診断がない患者に対するビタミン D検査と定義した。 
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